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•第5次総合計画

2. 基本的な視点

（１） 住みよいまちづくり（地域づくり・生活環境）

住み良い
22.2％

住みにくい
5.8％

わからない
4.8％ 無回答

1.4％
無回答
1.8％

どちらかと言えば
住み良い
47.0％

どちらかと言えば
住みにくい
18.9％

【住みやすさ】 【町内在住への希望】

今の場所に
住み続けたい
60.4％

道内のどこかに
移りたい
17.7％

道外のどこかに
移りたい
5.8％

町内の別の
ところに移りたい
3.8％

わからない
13.6％

① 地域コミュニティの創造

当別町「協働の指針」

施策の方向性 

町内会や町内関係団体・町内企業との連携によるまちづくり事業
移住促進事業
町政懇談会の実施
人権尊重の啓発

自らの地域を改めて見つめ直し、課題解決に向けて、地域が率先して解決できる取り組みを促進します。
町民や町内会が主体的に行政の推進に関わることができる仕組みづくりを検討します。
行政や企業と協働し、情報の共有と積極的な意見交換により、町民が主体的にまちづくりに参画する地
域づくりに努めます。
退職期を迎えた団塊世代 の方など、経験豊かな人材の町内への移住を促し、地域の活性化につなげる
とともに、新しい生活関連ビジネスの創出をめざします。
性別や年齢・障がいなどで差別されること無く、地域での社会活動に参画でき個性や能力が十分に発
揮できる地域社会をめざすために、人権尊重の啓発に努めます。
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指標・目標

（H19）55.9％　　　（H30）�� �� ％以上
地域における社会活動への参加状況 地域おこしなどのまちづくり活動への参加

（H19）　3.3％　　　（H30）���� ％以上

（H19まで）　360件　　　　（H30まで）�� �
�� �� �� 件以上
移住に関する窓口照会件数（累計）

用語解説
�²�‚�t
H�E�³
昭和22～24年（1947～49年）ごろの第一次ベビーブーム時代に生まれた世代。他世代と比較して人数が多い。

用語解説
�²�¦�����g	�
M�S�³
公の施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・ＮＰＯ法人・市民グループなど法人その他の団体が
代行することができる制度。

関連計画 想定される事業

● 自立した地域づくり


��y� 

　人口減少・高齢化が進行し、地域における住民相互のつながりが希薄となる傾向の中で、暮ら
しの先行きへの不安が高まっており、地域における安全・安心の確保や健康の維持、交流活動
の推進が求められています。

　市町村合併協議後、結果として自立を選択した当別町には、町内会を基礎単位とした地域の
自立が重要であり、「地域のことは、地域で考える」といった地域の問題を地域で解決できるま
ちづくりが求められています。
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当別町「協働の指針」

地域集会施設運営費補助
町内会を単位とする地縁団体（法人格の取得）の認可支援
地域集会施設建設・修繕補助

町内会を単位として、地域の交流活動や高齢者クラブ・女性部・子ども会育成会活動、地域のサークル
活動といった地域文化振興の拠点となっている地域集会施設は、現在、町の施設として指定管理者制度 
により地域で運営している状態ですが、町内会などへの施設譲渡を含め、地域が自らの施設として地域
の主体的な管理運営ができるよう検討します。

●
●
●

●

（H19）53.2％　　　（H30）�� �� ％以上
地域集会施設の整備に関する満足度

指標・目標

関連計画

想定される事業

● 地域集会施設の運営
●

※

※


